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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

継続的に企業価値を向上させていくためには、経営における透明性の向上と経営目標の達成に向けた経営監視機能の強化が極めて重要である
と認識し、コーポレート・ガバナンスの充実に向けてさまざまな取り組みを実施しております。 

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

キヤノン（株） 75,708,684 50.11

キヤノンマーケティングジャパングループ社員持株会 6,150,305 4.07

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY 1,769,100 1.17

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口） 1,484,100 0.98

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 1,339,408 0.89

日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） 1,274,700 0.84

キヤノンマーケティングジャパン取引先持株会 1,249,446 0.83

（株）みずほ銀行 1,001,083 0.66

ザ バンク オブ ニユーヨーク メロン エスエー エヌブイ 10 907,175 0.60

ザ バンク オブ ニユーヨーク 133524 886,200 0.59

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 キヤノン株式会社 （上場：東京、名古屋、札幌、福岡、海外） （コード） 7751

上記の記載は、平成26年12月31日現在のものであります。なお、同日現在、「２．資本構成 【大株主の状況】」に記載のほかに当社が保有する自
己株式21,404,708株（割合14.17％）があります。 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

当社の支配株主は、親会社であるキヤノン（株）がこれにあたります。この支配株主からは一定の独立性が確保されていると認識しており、取引 
の条件の決定等が支配株主との間で恣意的に行われることはありません。支配株主との取引のみならず、すべての取引について、当社の独立 
性と利益が損なわれることのないように適切・公正に行うことにより、すべての株主の利益を保護しております。 



５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

当社の親会社はキヤノン（株）であり、平成26年12月31日現在、当社の議決権の58.5％を所有しております。当社は、親会社の企業グループのな
かで、日本市場におけるキヤノン製品の販売、サービス、マーケティングの統括並びに、ＩＴソリューション等の提供を行っており、明確な事業の棲 
み分けがされております。 
親会社との取引につきましては、キヤノン（株）がキヤノンブランドを付して製造するすべての製品（半導体露光装置・液晶基板露光装置を除く）を
日本国内において独占的に販売する権利を有しておりますが、取引条件の決定は、市場価格を勘案して当社希望価格を提示し、一般取引と同 
様に交渉のうえ、決定しております。また、親会社との人的関係につきましては、親会社と兼務している取締役はおりません。 
このことからも、事業活動上、親会社からの制約はなく、当社独自の経営判断で事業活動、経営上の決定を行っており、親会社からの一定の独 
立性が確保されているものと考えております。 
上場企業としてのコーポレート・ガバナンスの実効性を確保するために、内部監査部門の充実、監査役と会計監査人との連携や各種委員会の設
置等による多面的な内部統制システムの構築にも、独自に取り組んでおります。 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1) 

会社との関係(2) 

【監査役関係】 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 21 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

土居 範久 学者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

土居 範久 ○ ―――

大学教授や学術団体役員等としての経験・知 
見を有していることから社外取締役として選任 
されており、かつ独立役員としての要件を満た
しているため。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 5 名



監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1) 

会社との関係(2) 

【独立役員関係】 

＜監査役と会計監査人の連携状況＞ 
監査役は会計監査人との間で期初に監査計画を協議し、定期的な監査結果の報告及び適宜行う会合を通じて、情報及び意見交換を行うほか、 
必要に応じて会計監査人の往査及び監査講評に立ち会う等により監査の充実を図っております。  
 
＜監査役と内部監査部門の連携状況＞ 
監査役は、内部監査に係る年次計画・方針について内部監査部門より説明を受けるほか、内部監査の実施状況については月次で報告を受けて
情報交換を行っております。また、内部監査部門は、監査役が要望した事項について、協議のうえ監査役及び監査役会の事務を補助することに 
なっております。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

長谷川 茂男 公認会計士

北村 国芳 他の会社の出身者 ○ △

大野 和人 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

長谷川 茂男 ○ ―――

公認会計士として長年培った企業会計に関す 
る豊富な知識と経験を有していることから社外
監査役として選任されており、かつ独立役員と 
しての要件を満たしているため。

北村 国芳 ○

北村国芳氏は、当社の取引先である第一
生命保険（株）の出身者であります。第一 
生命保険（株）と当社との間には、保険契 
約に基づく取引及びビジネス機器等の販 
売・保守契約等に基づく取引があります 
が、取引の規模、性質に照らし、一般株主
と利益相反が生じるおそれはありません。

生命保険会社において長年調査業務を担当 
し、企業経営に関する相当程度の知見を有し 
ていることから社外監査役に選任されており、 
かつ独立役員としての要件を満たしているた 
め。

大野 和人  ―――

キヤノン（株）において長年人事業務を担当し、
同社の取締役として経営に関与した経歴が 
あり、その豊富な実務経験に基づき、取締役と
は独立した立場から当社の経営をモニタリング
いただけるものと期待しているため。

独立役員の人数 3 名



その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要） 

当社は、独立役員の資格を満たす社外役員をすべて独立役員に指定しております。 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入

賞与について、当該年度の会社業績に連動し算出された支給総額を定時株主総会に提案し、承認を得ております。 

ストックオプションの付与対象者

――― 

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

連結報酬等の総額が1億円以上である者につきましては、有価証券報告書にて個別開示を行っております。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

（報酬構成） 
取締役の報酬は、役割／職務執行の対価としての「基本報酬」、当該年度の会社業績に連動した「役員賞与」から構成されており、ストックオプシ
ョン等のインセンティブの付与は実施しておりません。監査役の報酬は、監査の中立性を確保するため、会社業績に連動しない「基本報酬」のみ 
で構成されております。 
 
（決定方法） 
基本報酬 
株主総会の決議により、取締役全員及び監査役全員のそれぞれの報酬総額の最高限度額を定めております。各取締役の報酬額は、取締役会 
の決議により決定し、各監査役の報酬額は監査役の協議により決定しております。 
役員賞与 
役員賞与は、当該年度の会社業績に連動し算出された支給総額を定時株主総会に提案し、承認を得ております。各取締役の賞与支給額は、株 
主総会で承認された支給総額に基づいて、取締役会の決議により、役位等を考慮して決定しております。 

社外取締役及び社外監査役の職務を補助する専任の組織・使用人は置いておりません。なお、社外取締役に対しては業務執行取締役等から 
取締役会議案等について必要に応じ、事前説明を行っております。また、社外監査役に対しても社内監査役または業務執行取締役等から取締役
会議案等について必要に応じ、事前説明を行っております。更に、社外監査役は、月1回以上開催される監査役会並びに随時開催される監査 
役連絡会等に出席し、重要事項及びそれぞれの監査内容に関する情報を監査役間で共有しています。 

当社は監査役制度に加え、内部監査制度により、コーポレート・ガバナンスを構築しております。 
 
＜取締役、取締役会＞ 
取締役は9名（うち社外取締役1名）で、経営の意思決定を合理的かつ効率的に行うことを目指しております。取締役の任期は1年であり、経営環 
境の変化により迅速に対応できる経営体制を構築しております。現在、重要案件については、原則として月1回開催している定例の取締役会に加
え、必要に応じて開催する臨時取締役会や、役員及び主要グループ会社社長が参加する経営会議で活発に議論したうえで決定する仕組みとな 
っております。 
また、経営の意思決定機能と業務執行機能を制度的に分離し、取締役の員数を減少させキヤノンマーケティングジャパングループにおける経営 
の意思決定の迅速化を図るとともに、業務執行の責任を明確化しその体制を強化するため、平成23年3月29日より、執行役員制度を導入してお 
ります。 
 
＜監査役、監査役会＞  
社外監査役3名を含む5名の監査役が監査役会において定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会への出席、取締役等からの聴取や



重要な決裁書類等の閲覧、業務及び財産の状況の調査等により厳正な監査を実施しております。 
 
＜内部監査＞ 
内部監査部門であるグループ総合監査室は、社長直轄の独立した専任組織として当社及び全グループ会社を対象として、財務報告の信頼性、 
業務の有効性・効率性、法令遵守、資産保全の観点から経営諸活動の監査を実施し、評価と提言を行っております。なお、主たるグループ会社 
には監査部門が設置され相互に連携しており、グループ全体の監査スタッフは52名であります。（平成27年3月末現在） 
 
＜会計監査人＞ 
当社は、新日本有限責任監査法人と監査契約を結び、会計監査を受けております。平成26年度の会計監査業務を執行する公認会計士の氏名 
及び所属する監査法人名は以下のとおりであります。 
業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名 
指定有限責任社員 業務執行社員 志村 さやか （新日本有限責任監査法人所属） 
指定有限責任社員 業務執行社員 関口 茂 （新日本有限責任監査法人所属） 
指定有限責任社員 業務執行社員 田中 清人 （新日本有限責任監査法人所属） 
（注）１ 継続監査年数については、全員7年以内であるため記載を省略しております。 
   ２ 同監査法人は自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとっております。 
なお、会計監査業務に係る補助者の構成は、同監査法人の監査計画に基づき決定されております。具体的には、公認会計士を主たる構成とし、
その他補助者も加えて構成されております。 
 
＜責任限定契約について＞ 
当社と社外取締役及び各監査役は、当社定款の定めに基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、同法第4
25条第１項に定める額を責任の限度としております。 
 
＜CSR＞ 
社会的責任経営を強化するために、平成19年1月1日付でCSR推進本部（平成27年4月1日より「CSR本部」）を設置、平成19年4月1日付で従来の
「企業倫理・コンプライアンス委員会」、「情報セキュリティ委員会」、「環境推進委員会」を統合し、「CSR委員会」を設置、企業倫理・コンプライアン
スの徹底、情報セキュリティガバナンスの強化、また環境対応の強化を中心に、諸施策を立案実施しております。 
平成21年8月1日付で「キヤノンマーケティングジャパングループCSR活動方針」を制定（平成26年1月1日改定）してCSR活動の方向性を示すとと 
もに、平成23年より「CSR行動計画」を策定し、事業活動を通じた社会課題の解決と経済的価値創出の両立を目指した取り組みを進めておりま
す。また、キヤノンマーケティングジャパングループとして「CSR報告書」を発行する等、ステークホルダーコミュニケーションを推進しております。 
企業倫理・コンプライアンスの徹底に関する取り組みは、グループ従業員に対して、「キヤノングループ行動規範」「実践！企業倫理読本」等のハ 
ンドブックや、常時携帯用の「コンプライアンス・カード」を配布するとともに、教育・研修によって意識啓発をしております。また、業務に関連する法
や各種ルールの理解と実践を促すために、「今週のコンプライアンス」というメールマガジンを毎週配信しております（平成27年1月末時点で累積 
541回配信）。このほか、年2回課単位で実施する「コンプライアンス・ミーティング」で、職場毎に業務上のコンプライアンスリスクと対策を確認して 
おります。平成17年からは内部通報制度（名称：「スピーク・アップ制度」）を運用しております。活動全体の浸透・定着状況は、年1回の「コンプライ
アンス意識調査」にて確認しております。 
情報セキュリティガバナンスの強化に関する取り組みは、「キヤノンマーケティングジャパングループ情報セキュリティ基本方針」を定め、マネジ 
メントシステムの均質化と効率化に向けたISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）並びにPMS（個人情報保護マネジメントシステム）のグル 
ープ導入、各種情報セキュリティ対策の最適化、情報セキュリティ人材の育成、「ISMS適合性評価制度」並びに「プライバシーマーク」の認証取 
得・維持による客観的な評価と継続的な改善等を推進しております。また、情報開示については、「情報セキュリティ報告書」を発行して実施して 
おります。 
環境対応の強化に関する取り組みは、キヤノンマーケティングジャパングループの環境ビジョン『未来の森』2015を策定し、自社グループが事業 
活動上で排出するCO2の削減と、製品・ITソリューションを通じたお客様のCO2削減活動に貢献する取り組み、環境分野の社会貢献活動を推進し
ております。 
これらの取り組みは、EMS（環境マネジメントシステム）を活用し、ISO14001グループ統合認証取得・維持により、客観的な評価と継続的な改善を 
しております。 
なお、情報セキュリティと個人情報保護及び環境管理に関して取得済みの認証は以下のとおりであります。（平成27年1月末現在） 
「ISMS適合性評価制度」 
キヤノンマーケティングジャパン（株）、キヤノンシステムアンドサポート（株）、キヤノンプロダクションプリンティングシステムズ（株）、キヤノンMJア 
イティグループホールディングス（株）、キヤノンITソリューションズ（株）、キヤノンITSメディカル（株）、キヤノンビズアテンダ（株）、スーパーストリ 
ーム（株）、クオリサイトテクノロジーズ（株）、佳能信息系統（上海）有限公司、キヤノンソフトウェア（株）、エディフィストラーニング（株）、キヤノンカ
スタマーサポート（株）、キヤノンライフケアソリューションズ（株）、キヤノンビジネスサポート（株） 
「プライバシーマーク」 
キヤノンマーケティングジャパン（株）、キヤノンシステムアンドサポート（株）、キヤノンITソリューションズ（株）、キヤノンITSメディカル（株）、キヤノ 
ンビズアテンダ（株）、スーパーストリーム（株）、キヤノンソフトウェア（株）、キヤノンカスタマーサポート（株） 
「ISO14001：2004認証」 
【キヤノングループEMS統合認証】 
キヤノンマーケティングジャパン（株）、キヤノンシステムアンドサポート（株）、キヤノンITソリューションズ（株）、キヤノンITSメディカル（株）、キヤノ 
ンビズアテンダ（株）、スーパーストリーム（株）、クオリサイトテクノロジーズ（株）、キヤノンソフトウェア（株）、キヤノンビジネスサポート（株）、キヤノ
ンカスタマーサポート（株）、エディフィストラーニング（株）、キヤノンＭＪアイティグループホールディングス（株）、キヤノンプロダクションプリンティン
グシステムズ（株）        
【単独認証】 
（株）エルクエスト 
 
＜開示情報＞ 
重要な会社情報について公正かつ適時適切に開示する体制を強化するために、「開示情報委員会」を設置しております。これは、重要な会社情 
報について、適時開示の要否、開示内容、開示時期等の適時開示に必要な決定を迅速に行う役割を担っております。また、当社各部門及び各関
係会社に「開示情報取扱担当者」を置き、発生した重要な会社情報について、網羅的にかつ迅速に情報を収集する体制を構築しております。 
 
＜内部統制＞ 
平成16年3月1日付で「内部統制評価プロジェクト」、平成17年1月1日付で「内部統制評価委員会」を設置するとともに、当社各部門及び主要関係 
会社各部門に責任者を置くことにより、米国及び日本それぞれの法律に準拠した内部統制体制の整備を全社的に継続しております。 
・米国における「サーベンス・オクスリー法」（米国企業改革法）への対応 
キヤノン（株）がニューヨーク証券取引所に株式を上場しているため、日本における販売部門を統括する当社におきましても同じ基準による内部 
統制の仕組みの評価を行うことを目的として、内部統制の評価活動を実施しております。 
・日本における「金融商品取引法」への対応 
金融商品取引法の内部統制報告制度が上場企業に適用されたため、平成21年12月期より、財務報告に係る内部統制の有効性を評価した内部 
統制報告書を提出しております。 



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

当社は、重要な経営判断については、取締役会での活発な議論を通じて、審議し決定しております。一方で、経営の意思決定機能と業務執行機 
能を制度的に分離するため、平成23年3月29日から執行役員制度を導入しております。これにより、取締役は、従来以上に経営と監督に注力でき
る体制となっております。さらに、1名の社外取締役を選任し、経営に対する監督機能を強化しております。 
当社は、監査役制度を採用しております。監査役は、独立性、中立性、専門性を発揮し、経営をモニタリングしております。加えて、内部監査部門
の充実、社外取締役・監査役・内部監査部門・会計監査人との間の連携、CSR委員会・開示情報委員会・内部統制評価委員会等の各種委員会 
の設置等により、多面的な内部統制システムを構築しております。 
こうした取り組みにより、当社のコーポレートガバナンスの実効性を確保できるものと考えております。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

 

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
直近の第47回定時株主総会においては開催日（平成27年3月26日）の24日前（平成27年3月2 
日）に発送いたしました。

電磁的方法による議決権の行使 インターネット等の電磁的方法による議決権行使を可能にしております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環
境向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームに参加しております。

その他 招集通知を当社ホームページに掲載しております。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社では、IR情報開示の考え方を「IRポリシー」として2008年に制定し、ホー 
ムページに公開しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催

IRイベントへの出展、IRの専任組織を有しているコミュニケーション本部の本 
部長等による会社説明会を開催しております。平成26年は、2月開催の個人投
資家向けイベント、8月開催の「日経IRフェア」に出展するとともに、証券会社の
支店において個人投資家に対する会社説明会を4回実施いたしました。（平成
26年12月末現在）

なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト向け決算説明会は四半期決算ごとに年4回開催しており、経理本部 
担当役員もしくは経理本部長が決算内容について説明を行っております。さら 
に、本決算時には、代表取締役社長が中期経営計画について説明を行いま 
す。個別での取材依頼についても積極的に受け入れております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催 海外の機関投資家との個別取材や電話会議を実施しています。 なし

IR資料のホームページ掲載

投資家向け情報として自社ホームページ内に独立したページを用意しており 
ます。なお、財務データやコーポレートガバナンスに関する資料の開示の他、 
投資家の方からのご質問やご要望をお受けする専用のフォーマットを用意し、 
それらにお答えすることで、双方向のコミュニケーションに取り組んでおりま 
す。また、「キヤノンマーケティングジャパン公式YouTubeチャンネル」に、株主
総会プレゼンテーションの動画を掲載するなど、情報提供に努めています。

IRに関する部署（担当者）の設置 総合企画本部内に専任組織としてIR推進センターを設置しております。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

「キヤノングループ行動規範」のほか、お客さまや従業員の個人情報を保護する方針・規程、従 
業員の労働安全衛生の規程、株主・投資家関連では「インサイダー取引防止に関する規程」 
等、当社グループのステークホルダーの立場を尊重するための規程等を定め、その遵守徹底 
に取り組んでおります。

ＣＳＲ活動全般に関しては、平成23年に具体的な行動を促進するため「キヤノンマーケティング 
ジャパングループＣＳＲ行動計画」を策定し、事業活動を通じた社会課題の解決と経済的価値 
創出の両立を目指した取り組みを進めています。 
環境保全活動においては、「キヤノンマーケティングジャパングループ環境方針」、キヤノンマー 
ケティングジャパングループの環境ビジョン「未来の森」2015にのっとり、事業活動上の環境負 
荷低減だけでなく、本業である製品やＩＴソリューションの提供を通じてお客様の環境負荷低減 
に貢献することや、製品・消耗品の回収リサイクルを推進することで資源循環による地球環境
保護にも貢献しております。また、その情報開示については、自社ホームページ、「キヤノンマ
ーケティングジャパングループ CSR報告書」で行っております。平成22年5月より、未来に美しい



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

自然環境を残し、人を育成することを目的に、「未来につなぐふるさとプロジェクト」を開始してお
ります。平成26年は国内13地域でボランティア活動を展開し、712名が参加いたしました。（平成
26年12月末現在）また、東日本大震災被災地区のコミュニティ支援、子供たちの心のケアを目
的に、被災地区での写真教室プログラム「みんなの笑顔プロジェクト」を5地域で実施し、103名
が参加しました。本プロジェクトは本年も継続し、実施する予定です。また、日本経団連・自然保
護協議会「生物多様性宣言推進パートナーズ」宣言企業として、平成22年10月、COP10(生物多
様性条約・第10回締約国会議)にて発足した「生物多様性民間参画イニシアティブ」に参画して
おります。人道・災害の分野では、平成20年12月より「国連WFP協会」の活動に対し、評議員と
して支援を始めております。 
また、安全衛生活動については、平成20年より、キヤノンマーケティングジャパングループ全社 
を統一した取り組みに広げました。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

情報開示が正確かつ公正で透明性のある表示であることを保証することを目的に、経営会議
の下部組織として「開示情報委員会」を平成17年4月に設置いたしました。社長又はその委任を 
受けた者を委員長とし、経理、総務・人事、CSR、法務・知的財産、広報、IR推進の責任者がメン
バーとなっており、重要な会社情報を外部に公表する際に組織的に承認を行う仕組みができて
おります。平成20年11月、株主・投資家の皆さまに、適時、適切なIR情報を公平に発信するた
めに「IRポリシー」を制定いたしました。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

 当社は、会社法に基づき、業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の基本方針を取締役会で決議をしており、かかる方針の下、
内部統制システムの整備を推進しております。 
当該基本方針は次のとおりです。 
 
「業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の基本方針」 
 当社ならびに当社およびその子会社からなる企業集団は、業務の適正を確保し、企業価値の継続的な向上を図るため、キヤノングループの行
動指針である「三自の精神（自発・自治・自覚）」に基づく健全な企業風土と、「キヤノングループ行動規範」による遵法意識の醸成に努めるととも
に、当社および当社グループ会社の重要事項の決裁手続の明確化を通じ、当社グループ全体の「経営の透明性」を確保する。 
 
１．コンプライアンス体制（会社法第362条第4項第6号、会社法施行規則第100条第1項第4号）  
（１）取締役会は、「取締役会規則」を定め、これに基づき当社グループの経営上の重要事項を慎重に審議のうえ意思決定するとともに、 代表取
締役、業務執行取締役および執行役員（以下「取締役等」）の業務の執行状況につき報告を受ける。 
（２）業務遂行にあたり守るべき規準として「キヤノングループ行動規範」を用い、新入社員研修、管理職登用研修、新任役員研修等の場において
コンプライアンスを徹底する。 
（３）リスクマネジメント体制の一環として、日常の業務遂行において法令・定款の違反を防止する業務フロー（チェック体制）および コンプライアン
ス教育体制を整備する。 
（４）内部監査部門は、すべての業務を監査する権限を有しており、法令・定款の遵守の状況についても監査を実施する。 
（５）従業員は、当社グループにおいて法令・定款の違反を発見した場合、内部通報制度を活用し、その事実を申告することができることとする。ま
た、当社は、内部通報者に対する不利な取扱いを禁止する。 
 
２．リスクマネジメント体制（会社法施行規則第100条第1項第2号） 
（１）リスクマネジメントに関する規程に基づき、当社および当社グループ会社が事業を遂行するに際して直面し得る重大なリスクの把握 （法令違
反、財務報告の誤り、品質問題、労働災害、自然災害等）を含む、リスクマネジメント体制の整備に関する諸施策を講じ、当該体制の整備・運用状
況を評価し、取締役会に報告する。 
（２）経営会議を設け、取締役会付議に至らない案件であっても、重要なものについては同会議において慎重に審議する。 
 
３．効率的な職務執行体制（会社法施行規則第100条第1項第3号） 
（１）取締役等は、当社重要事項に関する決裁規程その他取締役会で決議された職務分掌に基づき、社長の指揮監督の下、分担して職務を執行
する。 
（２）当社は、経営会議において、5ヵ年の経営目標を定めた長期経営構想および3ヵ年の重点施策等を定めた中期経営計画を策定し、当社グル
ープ一体となった経営を行う。 
 
４．グループ管理体制（会社法施行規則第100条第1項第5号） 
 当社は、当社グループ会社に対し、次の各号を行うことを求めることにより、当社グループの内部統制システムを整備する。 
 a) 取締役会が定める「キヤノンマーケティングジャパングループ会社 重要事項決裁規程」に基づき、重要な意思決定について当社の事前承認
を得ることまたは当社に対して報告を行うこと。 
 b) リスクマネジメントに関する規程に基づき、その事業の遂行に際して直面し得る重大なリスクを把握のうえ、これらのリスクに関するリスクマネ
ジメント体制の整備・運用状況を確認、評価し、当社に報告すること。 
 c) 設立準拠法の下、適切な機関設計を行うとともに、執行責任者の権限や決裁手続の明確化を図ること。 
 d) 「キヤノングループ行動規範」によるコンプライアンスの徹底の他、リスクマネジメント体制の一環として、日常の業務遂行において法令・定款
の違反を防止する業務フロー（チェック体制）およびコンプライアンス教育体制を整備すること。 
 e) 内部通報制度を設けるとともに、内部通報者に対する不利な取扱いを禁止すること。 
 
５．情報の保存および管理体制（会社法施行規則第100条第1項第1号） 
 取締役会議事録および社長その他の取締役等の職務の執行に係る決裁書等の情報は、法令ならびに「取締役会規則」および関連する 
規程に基づき、各所管部門が適切に保存・管理し、取締役および監査役は、いつでもこれらを閲覧できることとする。 
 
６． 監査役監査体制（会社法施行規則第100条第3項） 
（１）監査役の職務を補助する専任の組織・使用人は置かないが、内部監査部門および法務部門等は、監査役から要望を受けた事項について、
協議のうえ、監査役および監査役会の事務を補助する使用人（以下「監査役補助使用人」）を置く。この監査役補助使用人は、監査役から指示さ
れた職務が発生した場合、当該職務を優先して執行することとし、監査役補助使用人の人事異動には、監査役会への事前相談を要することとす
る。 
（２）監査役は、取締役会のみならず、経営会議その他重要な会議に出席し、取締役等による業務の執行状況を把握する。 
（３）人事、経理、法務等の本社管理部門は、監査役と会合を持ち、業務の執行状況につき適宜報告する。また、重大な法令違反等があったとき
は、関連部門が直ちに監査役に報告する。 
（４）監査役は、会計監査人から定期的に、かつ必要に応じて報告を受ける。 
（５）監査役は、国内の当社グループ会社の監査役と定期的に会合を持ち、情報共有を通じてグループ一体となった監査体制の整備を図る。ま
た、監査役は、必要に応じて国内外の主要な当社グループ会社を往査し、当社グループ会社の取締役等による業務の執行状況を把握する。 
（６）当社は、監査役に報告した者に対する不利な取扱いを禁止するとともに、当社グループ会社にも不利な取扱いの禁止を求める。 
（７）監査役の職務の執行に必要となる費用については、監査役の請求に従い負担する。 

１．基本方針 
当社は、当社及び当社グループ各社が市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して毅然とした態度を貫き、反社会的勢力との
関係を遮断することを基本方針としている。 
２．整備状況 
（１）取締役会決議をもって、上記のとおり、内部統制システムに反社会的勢力との関係遮断について盛り込んでいるほか、当社就業規則におい 
ても、同趣旨の規定を定め、従業員に対してその徹底を図っている。 
（２）本社総務部門を反社会的勢力対応の当社グループ統括部署とし、各総務担当部署との間で、反社会的勢力及びその対応に関する情報を共
有し、反社会的勢力との取引等の未然防止に努めている。 
（３）警察及び弁護士等の外部機関との連携体制を構築している。 
（４）賛助金の支払等については、法律上、企業倫理上の観点から問題のないことをチェックするため、事前にこれを審査している。



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

 

買収防衛策の導入の有無 なし

買収防衛策につきましては導入しておりません。 

＜適時開示体制の概要＞ 
当社では、重要な会社情報については「開示情報委員会」に情報が収集され、「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」
に従い、公正かつ適時適切に開示する体制をとっております。 
社内各部門及び関係会社には「開示情報取扱担当者」を設置し、社内各部門および関係会社において決定又は発生した重要な会社情報を「開 
示情報委員会」に報告することにより、情報を網羅的に収集する体制を整えております。 
「開示情報委員会」は、社長又はその委任を受けた者を委員長とし、経理部門、総務・人事部門、CSR部門、法務・知的財産部門、広報部門、IR
推進部門を統括する責任者を委員として構成しており、重要な会社情報について、適時開示の要否、開示内容、開示時期などの適時開示に必要
な決定を迅速に行う役割を担っております。 
「開示情報委員会」において、適時開示が必要と判断した決定事実に関する情報・決算情報および発生事実に関する情報は、同委員会で開示内
容、開示時期等が決定された上で情報取扱責任者より代表取締役社長に報告され、すべて取締役会の承認をもって開示しております。取締役会
は定時取締役会を毎月開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、迅速な決定を行っております。ただし、発生事実に関する情報のう 
ち緊急性を要するものについては、「開示情報委員会」の決定をもって開示し、後日、取締役会に報告することとしております。 
公表の方法は、TDnetへの登録及び必要に応じて記者会見、記者クラブへの資料投函を行うとともに、自社のホームページへの掲載を行ってお 
ります。 
また、監査役会およびグループ総合監査室は、「開示情報委員会」が適正に機能しているか定期的に監査を実施し、適時開示体制の整備・運用 
状況の有効性を確認しております。 
 
＜女性の活躍の方針・取組に関して＞ 
当社では、「キヤノングループ行動規範」に基づいて、役員・従業員一人ひとりが、お互いに人格、個性を尊重するとともに、人種、宗教、国籍、性
別、年齢などを理由とした不当な差別をしないことを周知徹底しております。女性に限らず、従業員が仕事と育児・介護の両立を図り、いきいきと 
働くことのできる環境づくりを目的として、本人のキャリアプランや生活環境に合わせた働き方をサポートするさまざまな制度を導入しています。 
（育児・介護関連制度） 
・産前・産後休暇 
・マタニティー休業制度、短時間勤務制度 
・育児休業制度 
・育児短時間勤務制度 
・介護休業制度 


